
各会計の予算書は、市ホームページ、
公文書館および市立図書館で閲覧でき
ます。
財政課財政係（内線2421～2428）

主要な財源である市税は、個人市民税や法人市民税の増などにより、約8億
1,662万円の増（前年度比3.4％増）となりました。また、国庫支出金は、廃棄
物処理施設整備交付金やこどものための教育・保育給付費負担金の増などによ
り、約15億4,841万円の増（前年度比11.2％増）となりました。なお、市債は、
ごみ処理施設整備推進事業債や余熱利用施設及び（仮称）本多静六記念　市民
の森・緑の公園一体整備事業債の増などにより、約93億5,830万円の増（前年
度比74.4％増）となりました。

 文章、表中および円グラフの数値については端数処理の
関係により、合計が一致しない場合があります。

市税　市民税、固定資産税、軽自動車税など
繰入金　基金（貯金）から取り崩すお金など
諸収入　 切手等売

うりさばき
捌収入、学校給食費（教職員

負担分等）など
市債　国や金融機関などから借り入れるお金
国庫支出金
　 市の事業に対し、国から交付されるお金
地方交付税
　所得税などの国税の中から交付されるお金
県支出金
　 市の事業に対し、県から交付されるお金
地方消費税交付金
　国から交付される 地方消費税
地方譲与税
　国から譲与される 地方揮発油税など

用語の解説（歳入）

一般会計歳入一般会計歳入

特  別  会  計 321億1,000万円（前年度比2.1％増）
国民健康保険特別会計 152億3,600万円（前年度比1.3％減）
介護保険特別会計    135億9,200万円（前年度比3.6%増）
後期高齢者医療特別会計 32億3,600万円（前年度比14.4％増）
土地区画整理事業特別会計 4,600万円（前年度と同額）

子育て子育て家庭への家庭への
支援支援の充実の充実

新たな賑わいの新たな賑わいの
場の創出場の創出

未来につながる都市未来につながる都市
基盤づくりの推進基盤づくりの推進

・ ・ 未就園児が保育所等を利用できる「こども誰でも通園制度」を実施【新規】
・ ・ 「こども家庭センター」にて、妊婦のための支援給付や妊婦等への
相談支援を引き続き実施

予 算 のの 特 徴

＜クリーンセンター＞
・ ・ 令和９年４月　本格稼働（令和８年12月　試運転開始）
・ ・ 誰にでも分かりやすく、負担が少ない分別方法への変更・統一
＜余熱利用施設＞
・ ・ 温浴施設や温水プール、トレーニングジムやフィットネススタジオ、
会議や各種教室で利用できる多目的室を整備
＜本多静六記念公園＞
・・本多静六博士を顕彰する森
・ ・ ランニング・ウォーキングコースやインクルーシブ遊具などを整備
＜施設周辺＞
・・周辺道路の整備や補修工事を実施

令和8年度当初予算
の概要をお知らせします

一  般  会  計 851億3,000万円（前年度比16.9％増）

水道事業会計　 63億2,198万円（前年度比4.8％増）

下水道事業会計 99億2,577万円（前年度比11.5％増）

民生費は、こどものための教育・保育給付事業や自立支援給付費事業、健康福
祉センター管理事業の増などにより、約15億2,615万円の増（前年度比5.6％
増）、衛生費は、ごみ処理施設整備推進事業や余熱利用施設及び（仮称）本多
静六記念　市民の森・緑の公園一体整備事業の増などにより、約138億9,397
万円の増（前年度比103.4％増）、教育費は、（仮称）久喜市立鷲宮義務教育
学校開校準備事業や中学校屋内運動場空調設備整備事業の減などにより、約33
億1,563万円の減（前年度比27.7％減）となりました。

普通建設事業費等は、ごみ処理施設整備推進事業や余熱利用施設及び（仮称）
本多静六記念　市民の森・緑の公園一体整備事業の増などにより、約108億
5,289万円の増（前年度比62.6％増）、物件費は、情報教育機器維持管理事業
やデジタル推進事業の減などにより、約11億4,242万円の減（前年度比9.5％
減）となりました。

民生費　 年金、生活保護、各種福祉手当、福祉施設、
保育園の管理・運営などの経費

衛生費　 健康診査、予防接種、公害対策、ごみ処理
などの経費

教育費　学校や幼稚園、図書館などの経費
総務費　 庁舎の管理、徴税事務、戸籍関係事務、選挙、

統計調査、コミュニティの推進などの経費
土木費  道路、公園、橋、河川の建設・管理などの経費
公債費　市が借り入れたお金の返済に充てる経費
消防費　消防、防災などの経費
農林水産業費　農業振興などの経費
議会費　議会の活動に要する経費

人件費　職員給与費などの経費
扶助費　 生活保護、高齢者・障がい者・児童福祉などの

経費
公債費　市が借り入れたお金の返済に充てる経費
普通建設事業費等
　 道路、公園、学校などの建設にかかる経費および
災害復旧にかかる経費

物件費　物品の購入、業務委託などの経費
補 助費等
　 一部事務組合への負担金、各種団体への補助金な
どの経費

繰出金　特別会計に支出する経費など

用語の解説（目的別）

用語の解説（性質別）

一般会計歳出一般会計歳出
（目的別）（目的別）

一般会計歳出一般会計歳出
（性質別）（性質別）

基金名称 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 決算 令和７年度末 見込 令和８年度末 見込
財政調整基金 4,308,862 3,456,434 3,986,147 4,443,973 3,105,097
その他 4,842,770 4,634,247 2,895,514 2,117,683 1,094,998
合計 9,151,632 8,090,681 6,881,661 6,561,656 4,200,095

地方債名称 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 決算 令和７年度末 見込 令和８年度末 見込
臨時財政対策債 23,617,112 21,897,006 19,969,541 17,863,447 15,797,763
その他 19,554,082 19,518,436 20,588,851 31,707,556 51,377,092
合計 43,171,194 41,415,442 40,558,392 49,571,003 67,174,855

一般会計の基金残高の推移

一般会計の地方債残高の推移

（単位：千円）

（単位：千円）

＜久喜駅西口周辺＞
・・まちづくりのパートナーとなる民間事業者の選定
＜栗橋駅東口周辺＞
・・ 駅前広場や都市計画道路、しずか館跡地周辺道路の整備に向けて
測量業務等を実施【新規】
＜高柳産業団地＞
・・産業基盤整備を引き続き実施

自主財源
市が自主的に
収入しうる財源

歳入
851億3,000万円

市税
250億 9,721 万円
（29.5％）

繰入金
30億 9,460 万円
（3.6％）

諸収入
12億 656万円
（1.4％）その他自主財源

14億 7,035 万円
（1.7％）

市債
219億 3,380 万円
（25.8％）

県支出金
47億 7,029 万円
（5.6％）

62億 5,100 万円
（7.3％）

地方交付税
62億 5,100 万円
（7.3％）

154億 1,433 万円
（18.1％）

国庫支出金
154億 1,433 万円
（18.1％）

42億 9,700 万円
（5.1％）

地方消費税交付金
42億 9,700 万円
（5.1％）

4億 8,022 万円
（0.6％）

地方譲与税
4億 8,022 万円
（0.6％）

11億 1,465 万円
（1.3％）

その他依存財源
11億 1,465 万円
（1.3％）

依存財源
国などを経由し、
市の裁量が制限
される財源

歳出
（目的別）
851億3,000万円

民生費
287億 3,311 万円
（33.8％）

総務費
70億 6,245 万円
（8.3％）

教育費
86億 3,411 万円
（10.1％）

衛生費
273億 3,241 万円
（32.1％）

公債費
47億 6,689 万円
（5.6％） 土木費

48億 414万円
（5.6％）

消防費
21億 7,989 万円
（2.6％）

農林水産業費
7億 7,191 万円
（0.9％） その他

4億 9,739 万円
（0.6％）

議会費
3億 4,770 万円
（0.4％）

人件費
86億 2,468 万円
（10.1％）

扶助費
179億 2,229 万円
（21.1％）

公債費
47億 6,689 万円
（5.6％）

物件費
109億 2,344 万円
（12.8％）

補助費等
82億 9,839 万円
（9.7％）

繰出金
55億 8,674 万円
（6.6％）

その他
8億 1,669 万円
（1.0％）

普通建設
事業費等

281億 9,089 万円
（33.1％）

投資的経費
建設工事などに
使う経費

義務的経費
支出が義務づけ
られ任意に節減
できない経費

その他経費

歳出
（性質別）
851億3,000万円

未就園児が保育所等を利用できる「こども誰でも通園制度」を実施【新規】
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